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検討中の内容を含みます



No 検討論点 見直しの契機 関連個所 改定時期

１ 補装具費支給決定情報の障害福祉ＤＢへの連携対応の検討 制度改正 ２－13頁
令和９年１月

※No.２の検討状況
により令和９年３月
の可能性がある

２
一部機能経過措置の対象機能等の標準化基準上の取扱い
に係る検討

制度改正以外 14－19頁

1

○ 第２回合同WTで検討する論点は以下のとおりです。

１．第２回合同WTにおける検討論点

※１ 標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員からのご意見・ご質問等を踏まえた標準仕様書の見直しについて、20－24頁に

記載しています。

※２ 「令和９年度報酬改定に向けた対応の検討」については、障害福祉サービス等報酬改定検討チームにおける検討状況等を踏ま

え、今後、必要な情報を提供する予定です。
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２．検討論点１の対応概要について（1/11）

○ 検討論点１「補装具費支給決定情報の障害福祉ＤＢへの連携対応の検討」は、令和10年度以降に補装具費支給
決定情報を第三者提供できる仕組みを構築することが検討されており、そのために自治体から補装具費支給決定
情報を障害福祉ＤＢへ連携する必要があることから、必要となる機能等について標準仕様書を見直しています。

：既存のデータフロー

■障害福祉ＤＢデータの流れ（令和９年度末想定）

障害福祉サービス
データベース

第三者提供

【厚生労働省・こども家庭庁】【国保連合会・国保中央会】

電子請求
受付システ
ム

給付費明細書
データ

受給者台帳デ
ータ等

障害
審査
支払
等シス
テム

【事業所】

【市区町村等】

簡易入力システム
取込送信システム

伝送
通信
ソフト

障害支援区分
判定ソフト

受給者台帳
データ

障害支援区分認定
データ

事務システム

：令和９年度整備予定(障害福祉ＤＢ改修等作業)

【都道府県】
・自治体分取りまとめ
・都道府県分集計
・障害者（児）福祉計画策定
・障害者（児）福祉計画実績管理

計画実施状況調査
機能

定型帳票作成機能
データ可視化機能

計画策定機能
（計画管理機能）

【医政局】

補装具情報
匿名化ソフト

補装具費支給
申請決定簿情報

補装具情報提出
機能

情報連携基盤

① 成果目標、活動指標の計画値・実績
値の登録

② 他自治体情報の閲覧

③ 成果目標、活動指標の推移のグラフ化
④ データダウンロード

【出典】 令和９年度各部局の概算要求参考資料「令和９年度概算要求の概要（障害保健福祉部）」 一部改変

具体的な標準仕様書の見直し内容に

ついては、次頁以降のとおりです。
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２．検討論点１の対応概要について（2/11） 検討中の内容を含む

○ 障害者福祉システムと障害福祉DB（補装具情報匿名化ソフト）の連携仕様の規定関係について、障害福祉DB
（補装具情報匿名化ソフト）は外部システムとなるため、仕様の詳細は障害福祉DBにおける「補装具情報連携_IF
仕様書」に規定することとし、概要は以下のとおりです。なお、今後の検討状況により標準仕様書【第6.1版】案及び
「補装具情報連携_IF仕様書」を見直す可能性があります。

■障害福祉ＤＢデータの流れ（令和９年度末想定）

障害福祉サービス
データベース

【厚生労働省・こども家庭庁】【国保連合会・国保中央会】【市区町村等】

事務システム
補装具情報
匿名化ソフト

補装具費支給
申請決定簿情報

補装具情報提出
機能

※ 障害者自立支援給付支払等システムにおける「インタフェース仕様書」や障害支援区分判定ソフトにおける「障害支援区分判定
ソフト2014 システム改訂版に関する説明書」と同様の規定関係となります。

標準仕様書に規定する内容の概要は以下のとおりです。

・補装具情報匿名化ソフトに取り込むための補装具費支給

決定情報ファイルを作成する機能の追加

・補装具情報匿名化ソフトに取り込む項目のうち、現状の

標準仕様書の規定で追加・修正が必要な管理項目の見直し

・上記に付随する標準仕様書の見直し

「補装具情報連携_IF仕様書」の規定する内容の概要は

以下のとおりです。

・初回連携・運用開始後の差分連携仕様

・差分連携時の更新パターン

・削除・支給取消の取扱い

・ファイル構成・ファイル命名

・CSV項目定義書 等

CSVファイルの項目は、補装具費支給申請決定簿のうち必要な項目、匿名化するために必要な項目及び障害福祉ＤＢや
補装具情報匿名化ソフトで必要とする項目となりますが、具体的な項目は「補装具情報連携_IF仕様書」のCSV項目定義
書をご確認ください。
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２．検討論点１の対応概要について（3/11）

No 対応内容 適合基準日

１

11.補

装具

機能・帳票要件

機能ID：0221080から0221431に修正 管理項目「迅速判定有無」を追加 令和10年４月１日

２ 機能ID：0221082から0221432に修正 管理項目「性別」を追加 令和10年４月１日

３ 機能ID：0221304から0221441に分割 管理項目「廃止日」、「廃止理由コー

ド」について、「廃止日」を標準オプショ

ンから実装必須に変更

令和10年４月１日

４ 機能ID：0221304から0221442に分割 -

５ 機能ID：0221418から0221433に修正
管理項目「適合判定日」の実装区分を

標準オプションから実装必須に変更
令和10年４月１日

６ 機能ID：0221434を追加

障害福祉DBにアップロードするための

補装具費支給決定情報ファイルの作

成機能を追加

令和10年４月１日

７
機能ID：0221419、0221420から

0221435に修正

様式例第10号「補装具費支給申請決

定簿」と同等の情報を一覧で確認でき

る機能について、管理項目「迅速判定

有無」の追加や「適合判定日」の実装

必須化に伴い、１つの機能に統合

令和10年４月１日

８
帳票詳細要件

帳票ID：0220211 01.調査書 「申請の種類」欄に管理項目「迅速判

定有無」からの印字要件を追加

令和10年４月１日

９ 帳票ID：0220212 02.判定依頼書 令和10年４月１日

10
帳票レイアウト

帳票ID：0220211 01.調査書
「申請の種類」欄の枠を広げる修正

令和10年４月１日

11 帳票ID：0220212 02.判定依頼書 令和10年４月１日

検討中の内容を含む

○ 現時点において、以下のとおり標準仕様書を見直しています。障害福祉DB側において、引き続き、連携項目等に
ついて検討しているため、今後、標準仕様書の見直し内容は修正される可能性があります。

令和10年度以降に補装具費支給決定情報を第三者
提供できる仕組みを検討していることから、適合
基準日は「令和10年４月１日」としています。

「補装具費支給事務取扱指針」（令和６年３月29日）において「迅速
判定の有無」が追加されていますが、標準仕様書第6.0版に反映されて
いないため、障害福祉ＤＢへの連携対応に合わせて見直しています。
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２．検討論点１の対応概要について（4/11） 検討中の内容を含む

○ No.１の管理項目「迅速判定有無」の追加については、以下のとおり見直しています。

管理項目「迅速判定有無」
を追加しています。

修正前の機能ID：0221080
を削除しています。
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２．検討論点１の対応概要について（5/11） 検討中の内容を含む

○ No.２の管理項目「性別」の追加については、以下のとおり見直しています。

管理項目「性別」を追加
しています。

修正前の機能ID：0221082
を削除しています。
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２．検討論点１の対応概要について（6/11） 検討中の内容を含む

○ No.３、４の管理項目「廃止日」の実装区分の変更については、以下のとおり見直しています。

修正前の機能ID：0221304
を削除しています。

管理項目「廃止日」について、標準オプション
から実装必須に変更しています。

管理項目「廃止理由コード」については、
標準オプションから変更していません。
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２．検討論点１の対応概要について（7/11） 検討中の内容を含む

○ No.５の管理項目「適合判定日」の実装区分の変更については、以下のとおり見直しています。

標準オプションから実装必須
に変更しています。

修正前の機能ID：0221418
を削除しています。
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２．検討論点１の対応概要について（8/11） 検討中の内容を含む

○ No.６の障害福祉DBにアップロードするための補装具費支給決定情報ファイルの作成機能の追加については、以
下のとおり見直しています。

障害者自立支援給付支払等システムや障害支援区分判定ソフトの外部システムとの連携機能

と同様の書きぶりで補装具費支給決定情報ファイルの作成機能を追加しています。

必要な項目やCSVファイルの仕様、作成周期、全件差分等の仕様については、障害福祉DB側

で用意する「補装具情報連携 IF仕様書」に明記しています。
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２．検討論点１の対応概要について（9/11） 検討中の内容を含む

○ No.７の様式例第10号「補装具費支給申請決定簿」と同等の情報を一覧で確認できる機能について、管理項目「迅
速判定有無」の追加や「適合判定日」の実装必須化に伴い、以下のとおり見直しています。

統合前の機能ID：0221419
を削除しています。

統合前の機能ID：0221420
を削除しています。

管理項目「適合判定日」を実
装必須に変更しています。

管理項目「迅速判定有無」を
追加しています。
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２．検討論点１の対応概要について（10/11） 検討中の内容を含む

○ No.８、10の調査書への管理項目「迅速判定有無」からの印字要件の追加等については、以下のとおり見直してい
ます。

以下の「補装具費支給事務取扱指針」別添様式例第２号を踏まえて見直ししています。

帳票レイアウトの「申請

の種類」枠の高さを広げ

ています。



「調査書」に合わせて、「申請の種類」欄に迅速判定の有無

を印字することとしています。
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２．検討論点１の対応概要について（11/11） 検討中の内容を含む

○ No.９、11の判定依頼書への管理項目「迅速判定有無」からの印字要件の追加等については、以下のとおり見直し
ています。

帳票レイアウトの「申請の種類」

枠の高さを広げています。
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（参考）補装具費支給申請決定簿（補装具費支給事務取扱指針R8.3.30）

「迅速判定の有無」については、「補装具費支給事務取扱指針」が令和６年３月29日に
改正された際に追加されていますが、標準仕様書第6.0版には反映されていません。
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３．検討論点２の対応概要について（1/6）

○ 検討論点２「一部機能経過措置の対象機能等の標準化基準上の取扱いに係る検討」は、「地方公共団体情報シス
テム標準化基本方針」において令和９年度末までに所要の検討を行うとされていることを踏まえて、一部機能の経過
措置となった対象機能等について検討します。

【出典】 デジタル庁ホームページ 「標準準拠システム移行後の経過措置（一部機能の移行後の実装等）について」

具体的な検討方針（案）

については、次頁以降の

とおりです。

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/df92b6da-425e-4274-b647-aa7f1d9b50ba/bbce1440/20250228_policies_local_governments_keikasochi_01.pdf
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３．検討論点２の対応概要について（2/6）

○ 障害者福祉に関する一部機能経過措置の対象機能等は、未実装機能209件、未実装帳票10件、残存機能33件、
残存帳票126件となっています。未実装機能及び未実装帳票は、実装必須とされている機能及び帳票のうち、実装
するまで最長３年間（令和10年度末まで）の経過措置が認められたものであり、残存機能及び残存帳票は、ホワイト
リスト方式により実装が認められないものを含む実装不可機能のうち、削除するまで最長３年間（令和10年度末ま
で）の経過措置が認められたものです。これらの対象機能等について、標準化基準上の取扱いに係る検討に資する
よう、事務局において以下のとおり分類化し、対応方針（案）を示しています。
※ 具体的な対象機能等は「資料５ 一部機能経過措置の対象機能等一覧」のとおりです。

分類 対応方針（案）

分類１ 事業者のリソース不足又は開発期間の不足によるもの 原則、最長３年間の経過措置で実装又は削除することとする

分類２ 要件上の疑義によるもの 原則、要件上の疑義を明確化する（必要に応じて機能等の見直しや補記を行う）

分類３ その他 個別具体に対応方針（案）を示す

対象機能等 分類
対応方針（案）の概要

標準仕様書の見直し【あり】 標準仕様書の見直し【なし】

未実装機能 209件

分類１ 184件 該当なし 最長３年間の経過措置で実装（184件）

分類２ 18件 標準仕様書の見直し（４件） 最長３年間の経過措置で実装（９件）。実装済と整理（５件）。

分類３ ７件 該当なし 当機能は標準オプション機能（１件）。最長３年間の経過措置で実装（６件）。

未実装帳票 10件

分類１ 10件 該当なし 最長３年間の経過措置で実装（10件）

分類２ ０件 該当なし 該当なし

分類３ ０件 該当なし 該当なし

残存機能 33件

分類１ 10件 該当なし 最長３年間の経過措置で削除（10件）

分類２ ２件 該当なし 最長３年間の経過措置で削除（２件）

分類３ 21件 該当なし 最長３年間の経過措置で削除（15件）。残存機能ではなく削除不要と整理（６件）。

残存帳票 126件

分類１ 61件 該当なし 最長３年間の経過措置で削除（61件）

分類２ ０件 該当なし 該当なし

分類３ 65件 該当なし 最長３年間の経過措置で削除（56件）。残存機能ではなく削除不要と整理（９件）。
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３．検討論点２の対応概要について（3/6）

○ 標準仕様書の見直しを検討する対象機能等は、要件上の疑義に対する対応として、以下のとおり「資料５ 一部機
能経過措置の対象機能等一覧」のNo.38、39、46、84の４件としています。No.38、39は、業務名が異なるため２明細
に分かれていますが、未実装機能の内容は同一であるため、標準仕様書の見直しはNo.38・39、46、84の３件として
います。

業務名について、No.38は障害者福祉システム、
No.39は障害者総合支援システムで異なります。

未実装機能については、
No.38、39は同一です。

No.38、39については、対
応方針（案）は同一です。



No 対応内容 適合基準日

１

01.障害者

福祉共通

No.38・39の対応

機能ID：

0220122に補

記を追加

要件の考え方・理由に補記を追加 令和８年４月１日

２

No46の対応

機能ID：

0220127から

0221436、

0221437に分

割

機能ID：0220127は削除 令和８年４月１日

３
機能ID：0221436は機能ID：0220127から【管理項目】

発行時刻を除いて分割
令和８年４月１日

４
機能ID：0221437は機能ID：0220127から【管理項目】

発行時刻のみの標準オプション機能に分割
－

５

02.身体障

害者手帳
No84の対応

機能ID：

0220268から

0221438、

0221439に分

割

機能ID：0220268は削除 令和８年４月１日

６

機能ID：0221438は機能ID：0220268から「※３ 医療

機関、診療科目、医師マスタの情報も表示できること」

を除いて分割

令和８年４月１日

７

機能ID：0221439は機能ID：0220268から「※３ 医療

機関、診療科目、医師マスタの情報も表示できること」

のみの標準オプション機能に分割

－

17

３．検討論点２の対応概要について（4/6）

○ 「資料５ 一部機能経過措置の対象機能等一覧」のNo.38、39、46、84については、以下のとおり機能・帳票要件を
見直しています。

No.３、６の分割された実装必須機能の適合基準日は、元の機能の一部
内容を分割した機能であるため、適合基準日は変更していません。
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３．検討論点２の対応概要について（5/6）

○ 「資料５ 一部機能経過措置の対象機能等一覧」のNo.38、39については、以下のとおり見直しています。

○ 「資料５ 一部機能経過措置の対象機能等一覧」のNo. 46については、以下のとおり見直しています。

機能ID：0220122は支払処理するための資格情報における口座情報を一括置換することを想定したものですが、支払済の支
給情報も一括置換する機能で実装済のベンダも考えられることから、要件の考え方・理由欄に「一括置換する口座情報は資
格情報を想定したものであるが、支払済の支給情報も置換することは差し支えない。」とする内容を追加しています。

分割前である機能ID：0220127
を削除しています。

機能ID：0220127から【管理項目】
発行時刻を除いて分割しています。

機能ID：0220127から【管理項目】発行時刻のみの
標準オプション機能に分割しています。
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３．検討論点２の対応概要について（6/6）

○ 「資料５一部機能経過措置の対象機能等一覧」のNo.84については、以下のとおり見直しています。

分割前である機能ID：0220268
を削除しています。

機能ID：0220268から「※３ 医療機関、診療科目、医師マス
タの情報も表示できること」を除いて分割しています。

機能ID：0220268から「※３ 医療機関、診療科目、医師マスタの情報
も表示できること」のみの標準オプション機能に分割しています。
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４．標準化PMOツールからのご意見を踏まえた修正・訂正（1/5）

No ご意見の内容 修正内容

１

【検討課題一覧 No.11 】

「07.障害福祉サービス等（給付管理）」の機能ID：0220780、0220781

標準オプション機能になっていますが、実装必須機能に修正してください。

本市では、高額償還事務手続につきまして、独自エクセル様式をもちいて、

各法の各システムから情報収集し手作業で打ち込みを行い計算を行ってい

ます。内容確認と対応を含めると一連の作業に１件当たり相当の時間を要

しており、申請者様（市民）には最長約１年ほどお待ち頂く状況が発生する

場合があります。一刻も早く償還手続を完了するために、どうか計算機能に

ついても実装必須にしてください。

機能ID：0220780、0220781について指定都市要件として標準オプション機
能から実装必須機能とすることについて、20指定都市に照会し、18指定都
市から回答があり、結果は以下のとおりでした。
・機能ID：0220780
賛同する：15、賛同しない：０、指定都市全体の意向に委ねる：３
・機能ID：0220781
賛同する：12、賛同しない：０、指定都市全体の意向に委ねる：６

賛同する自治体が過半数を超えることから、指定都市要件として実装必
須機能とする機能を追加しています。

○変更箇所
機能・帳票要件（指定都市） 07.障害福祉サービス等（給付管理）
機能ID：0228099、0228100 を追加

「機能ID：0220780、0220781のそれぞれに対し
て実装必須機能とする機能を追加しています。

適合基準日は、ベンダの実装期間確保を踏まえて、
令和11年４月１日としています。
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４．標準化PMOツールからのご意見を踏まえた修正・訂正（2/5）

No ご意見の内容 修正内容

２

【検討課題一覧 No.16 】

特別児童扶養手当受給証明書は、受給者が他のサービスを受ける

に当たり、公的な証明として住民からの発行申請が定期的に発生し

ています。システムから出力できない場合、手作業による作成が必要

となり、年間で数１００件を手作業で発行することは、証明内容の誤記

リスクも考えられ、また迅速には対応できず、業務効率の低下、ひい

ては、住民サービスの低下となり、標準化において事務の効率化と相

反するものになると考えます。

受給証明書については必要性が高い帳票であるため、オプションで

はなく必須としていただきたいです。

（特別児童扶養手当受給証明申請書についても同様に要望するとの

ことです。）

機能ID：0221319（特別児童扶養手当受給証明書の出力）、0221320（特別児童
扶養手当受給証明申請書の出力）について指定都市要件として標準オプション
機能から実装必須機能とすることについて、20指定都市に照会し、18指定都市
から回答があり、結果は以下のとおりでした。
・機能ID：0221319の実装必須化
賛同する：11、賛同しない：０、指定都市全体の意向に委ねる：７
・機能ID：0221320の実装必須化
賛同する：９、賛同しない：１、指定都市全体の意向に委ねる：８

機能ID：0221319の実装必須化については、賛同する自治体が過半数を超える
ことから、指定都市要件として実装必須機能とする機能を追加しています。
機能ID：0221320の実装必須化については、賛同が９自治体であるものの、賛同
しないが１自治体、指定都市全体の意向に委ねるが８自治体であることから、指
定都市要件として実装必須機能とする機能を追加しています。

○変更箇所
機能・帳票要件（指定都市） 12.特別児童扶養手当
機能ID：0228101、0228102 を追加

「機能ID：0221319、0221320のそれぞれに対し
て実装必須機能とする機能を追加しています。

適合基準日は、ベンダの実装期間確保を踏まえて、
令和11年４月１日としています。
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５．標準化PMOツールからのご意見を踏まえた修正・訂正（3/5）

No ご意見の内容 修正内容

３

【検討課題一覧 No.15 】
訪問系サービスに係る国庫負担基準単位の算定に関する機能について

市町村は障害者自立支援給付費国庫負担金の交付申請・実績報告を行うに当たり、「こども家庭庁長官及び厚
生労働大臣が定める障害福祉サービス費等負担対象額に関する基準等」（平成18年厚生労働省告示第530号）
の規定に基づき、訪問系サービスに係る国庫負担基準単位を算定しているところです。

これについて「障害者福祉システム標準仕様書【第5.1版】（別紙２）機能・帳票要件」には「訪問系サービスに係る
国庫負担基準単位の算定」に関する機能要件は規定されていないため、当該算定を行う場合「厚生労働省の参
考様式及び国保連合会提供のCSVファイルを活用する」方法や「EUC機能による抽出・加工で国庫負担基準単位
を算定する」方法が想定されているものと推察します。

しかしながら、「訪問系サービスに係る国庫負担基準について」（平成27年６月５日障障発0605第１号厚生労働省
社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）の２の（４）における統計情報作成処理月はサービス提供年
月・受付年月いずれでも良いとされているところ、サービス提供年月基準で取り扱っている自治体より「標準準拠
システムでは訪問系サービスに係る国庫負担基準単位の算定に関する機能が実装されない上に、国保連合会提
供のCSVは受付年月基準であるため、サービス提供年月基準の算定作業に苦慮している」旨の問合せをいただ
いているところです。

EUC機能で告示に則った抽出・加工を行うのも容易ではないため、以下のような「訪問系サービスに係る国庫負担
基準単位の算定」に関する標準オプション機能を機能要件に設ければ当該算定に係る自治体の作業負担の軽減
に資すると考えますがいかがでしょうか？

＜機能要件＞
訪問系サービスに係る国庫負担基準単位の算定に必要な集計数値を出せること。
※1 居宅介護等の国庫負担基準の算定にかかる参考様式（国庫負担基準単位内訳）の集計数値を出せること
※2 統計情報作成処理月はサービス提供年月・受付年月いずれにも対応できること

「訪問系サービスに係る国庫負担基
準について」（障障発0605第１号 平
成27年６月５日 厚生労働省社会・援
護局障害保健福祉部障害福祉課長
通知）の２（４）において、介護給付
費等の集計する月と平仄を揃えるこ
ととし、統計情報作成処理月はサー
ビス提供年月、請求の受付年月どち
らでも差し支えないとされています。
また、２（２）において「国庫負担基準
どおりの単位数を集計出来るものが
あれば、その使用を妨げるものでな
い」とされていることから、当該機能
を標準オプション機能として追加して
います。

○変更箇所
機能・帳票要件（06.障害福祉サー
ビス等（受給者管理））
機能ID：0221440 

訪問系サービスに係る国庫負担基準単位の算定に必要な集計数値を出せる機能を標準オプション機能として追加しています。
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５．標準化PMOツールからのご意見を踏まえた修正・訂正（4/5）

No ご意見の内容 補記内容

４

【検討課題一覧 No.21 】
＜対象資料＞
障害者福祉標準仕様書 （別紙２）機能・帳票要件_12.特別児童扶養手当.xlsx 機能ID:0221172
＜ご質問＞
ID:5434のご回答ありがとうございます。
扶養義務者の自動設定で使用する項目について、現在は「総所得額」と記載されておりますが、特別児童扶養手当の
制度上の「所得額」は、あくまで「控除後の所得額」となりますため、要件の考え方・理由欄に「総所得額ではなく所得
判定と同様の所得額を用いることは差し支えない」旨の追加をご検討いただけますでしょうか。

（ご参考）ID：5434（レコード番号：13070）
＜質問＞
機能ID:0221172について、「世帯内最高所得者を総所得額にて自動判定し、扶養義務者に自動設定できること。」とあ
りますが、特別児童扶養手当の制度上の「所得額」は、あくまで「控除後の所得額」であり、このことは厚生労働省の
特別児童扶養手当に関するホームページにも「所得額は、地方税法の所得等から、医療費控除、障害者控除及び寡
婦控除等の額を差し引いた額」といった旨が記載されております。
いわゆる税法上の「総所得額」は、特別児童扶養手当の事務運用上では一般的に扱わない額でもありますため、「控
除後の所得額」により最高所得者を判断することが、制度上理にかなっていると思われますが、いかがでしょうか。

＜回答＞
お問い合わせの記載されている「厚生労働省の特別児童扶養手当に関するホームページ」のくだりに関する部分につ
いては所得制限に係る所得額に関することとなっており、機能ID:0221172については住民税システムから連携される
総所得額を直接利用して扶養義務者を特定する際の職員の事務負担を軽減するための機能となっており、異なる場
合は手動で扶養義務者を変更することを可能としています。
その上で、お問い合わせのとおり、所得判定と同様の所得額を用いて扶養義務者を特定することが望ましいと考える
ところ、実装の負担が大きくなることや機能ID:0221172は障害者福祉システム標準仕様書第1.0版（令和３年８月）に機
能ID：12.1.15.として規定しており、実装が進んでいることが考えられます。
以上を踏まえ、機能要件の見直しは行わないこととしますが、要件の考え方・理由欄に「総所得額ではなく所得判定と
同様の所得額を用いることは差し支えない」旨の追加を検討することは考えられますので、当該検討を希望される場
合は改めてPMOツールに登録願います。

ID：5434（レコード番号：13107）
に対するこの度のお問い合わせ
を踏まえ、機能ID：0221172（世
帯内最高所得者を総所得額に
て自動判定し、扶養義務者に自
動設定できる機能）の要件の考
え方・理由欄に「自動判定で用
いる所得額は、総所得額ではな
く所得判定と同様の控除後の所
得額を用いることは差し支えな
い。」旨を補記しています。

○変更箇所
機能・帳票要件
・12.特別児童扶養手当 機能

ID：0221172 要件の考え方・理
由欄

要件の考え方・理由欄に
「自動判定で用いる所得
額は、総所得額ではなく
所得判定と同様の控除後
の所得額を用いることは
差し支えない。」旨を補
記しています。
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５．標準化PMOツールからのご意見を踏まえた修正・訂正（5/5）

No ご意見の内容 訂正内容

５

【検討課題一覧 No.19 】
機能標準化基準の策定後、標準
化基準省令と識別ができない「省
令」の表記がされている機能・帳
票要件について、混乱等が生じる
ことがないように、機能・帳票要
件の一部表記の修正を行う。

「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律第二条第一項に規定する標準化対象事務を定める政令に規
定するデジタル庁令・総務省令で定める事務を定める命令第十二条各号に規定する事務の処理に係るシステムに
必要とされる機能等に関する標準化基準を定める命令等の制定について（通知）」（障発0807第1号 こ支障第226号
令和８年８月７日 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 こども家庭庁支援局長通知）が施行されたことに伴
い、標準化基準省令と識別ができない「省令」の表記について機能・帳票要件の表記を訂正しています。なお、機能
の意味合いに変更はありません。
また、機能ID：0220291における「身体障害者手帳交付申請書」の「※省令第２条 別表第２号」の表記について、「身
体障害者福祉法施行規則等の一部を改正する省令」（令和5年9月29日施行）により別表第２号が削除されたことか
ら、帳票レイアウトの文書番号も訂正しています。

○変更箇所
機能・帳票要件
・02.身体障害者手帳 機能ID：0220227、0220241、0220291
・05.国制度手当 機能ID：0220444、0220445、0220529、0220530、0220548、0220549
・06.障害福祉サービス等（受給者管理） 機能ID：0220622
・12.特別児童扶養手当 機能ID：0221310、0221311、0221312、0221313、0221314、0221315、0221316、0221318、

0221319、0221320、0228095

帳票レイアウト（02.身体障害者手帳）
・帳票ID：0220018 15.身体障害者手帳交付申請書

「様式第２」から「様式番号」に訂正しています。
「省令」から「障害児福祉手当及び特別障害者
手当の支給に関する省令」に訂正しています。

（訂正の例 05.国制度手当 機能ID：0220529） （訂正の例 02.身体障害者手帳 機能ID：0220291、帳票ID：0220018）

「※省令第２条 別表第２号」を削除しています。
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